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1. 研究背景および研究目的
現在の世の中には様々なランキングが存在している。その中には、企業評価ランキングというものが

ある。ある一定の基準に基づき評価され並べられたランキング形式のメリットは、複数の企業を一目で
比較できる点である。一方で、デメリットは順位付けの理由や手法などが一目で判断し兼ねる点がある。

一般的には平均点、分散、標準偏差、 中央値、最頻値、偏差値などの統計的手法を用いてランキングを

おこなうか、または何らかの形でランキングが行われた後でそのランキングの妥当性が論じられるため

に先に述べた統計的結果を用いるのが一般的である。前述のように、 これまでのどの分野におけるラン

キング付けにおいても、 統計的手法が用いられてきた。 しかしながら、昨今において $\ovalbox{\tt\small REJECT}$GOOGLE の検

索エンジン』や、スマートフォンのアプリから得られた膨大なデータの解析処理による『ビックデータ』

の活用に注目が集まっている。『ビックデータ』について簡単に説明するならば、多様性に富み、 かつ

高頻度で大量に発生するデジタルデータのことであり、近年、情報の電子化が進んだことで、毎日膨大

な量のデータが蓄積されるようになった。そこで、こうしたデータを解析して何らかのパターンを見出

し、近い将来に起こることを予測したり、生活やビジネスに役立てたりすることである。 例えば、 コン

ビニやファストフードチェーンでは、年齢、住所、性別などを登録したポイントカードやアプリの提示

を客に求め、それぞれの購入情報を蓄積している。このデータを使って客の好みや傾向を把握し、売れ

る商品を予測して、品揃えの強化などに役立てるわけだ。特に今挙げた事柄に関して、今まで一般的に

用いられてきた統計的手法を用いようとした場合、その処理は多くの時間や手間が掛かり、昨今の収集

されたデータや情報を瞬時に解析・処理を行う場合に今までの手法では適さない場合が多々生じる。そ

のため、 統計的手法に代わるものとして、決定的手法の必要性が考えられ始めた。

一般的に、順位付けに用いられている基準が一番明確であるのが、一つの指標をランキング形式で並

べる方法である。後にも述べるように、例えば、時価総額売上高株主資本利益率が代表的なものと

して挙げられる。近年では、企業財務情報のデータバンクが整備され、様々な財務データが容易に手に

入るようになった。 しかし、企業評価ランキングにおいては、時価総額売上高株主資本利益率など

が利用され、 それらが一般的な企業評価指標となっている現状がある。

しかしながら、多種多様な業界が存在する現在、それぞれの業界の企業評価に同じ指標を用いて行う

ランキング作成には、その業界の特徴・特色が必ずしも反映されないままランキングの作成が行われて

いることは否めない。また、使われている指標が明確にされてない企業評価ランキングも存在し、その

ランキングの有効性さえも疑問に思うものも存在する。

本研究では、 数ある業界の中でも自身の就職活動を通じ $SI$ [System Integration] 業界についてそ
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の業界の特徴特色を踏まえた指標を用い、 より精密なランキングの作成を行う。前述のように、現在

一般的に公表されているランキングにおいては、一つの財務的な指標を用いたランキング作成や、具体

的に使用された指標が不明確、 もしくは順位付け理由の判断が容易でないものなど、厳密なランキング

付けの観点からはかけ離れたものが多々存在する。そのため、本研究においては、 $SI$ 業界の特徴・特

色を含んだ複数の相対的指標を同時に用い、厳密な総合企業評価ランキングの作成を目的とする。かつ、

順位付けの評価基準が明瞭であり、容易にそのランキング結果が含む意義を判断し得るランキングの作

成を目的とする。

これらにより、現在存在する $SI$ 企業評価ランキングと比べ、本研究において作成された $SI$ 企業の特

徴特色を踏まえた独自の様々な指標を使った総合企業評価ランキングのメリットを明確にし、 また、

作成した総合企業評価ランキングから、現在存在する $SI$ 企業にとって最適な従業員数の提案も行いた

いと考える。 これらによって、自身の総合企業評価ランキングの有効性を最終的に明らかにしていきた

いと考える。

2. 研究手法

今回の研究を進めるにあたって利用する手法について説明する。
Pemn・】昨 obemus 7)定理

非負正方行列 既約行列

吊 畢 定義

$A=$ $[_{\alpha_{1n}}^{\alpha_{11}}\alpha_{12}$

:
$\alpha_{2n}\alpha_{22}\alpha_{:}21$

$\backslash .\cdot.$

. 絶絶絶単で対純対対あ値値値固る最有最最か値大大大、又でののの固固固はあ全有有有る値値値)て負ははに対で$\grave{}\grave {}A$応正あのすでる固
$\grave{}$

る有か固方つ有程へ、
$\grave{}\grave{}$

式実クの数ト単ルて
$\grave{}$

純のあ根成るで分 (あ lrまる$\grave{}>0$)全$($

rては j$E\grave{}$

べき乗法 (Power method)

べき乗法とは、 ある $n\cross n$の固有値のうち、絶対値最大のものを求める手法である。 具体的には、 与

えられた $n\cross n$行列に対して、適当な初期ベクトル $x^{(0)}$から始めて、逐次

$x^{(k)}=Ax^{(k-1)}$

萱計算することで、 $x^{(k)}$が $A$ の絶対値最大の固有値 $\lambda_{1}$ に属する固有ベクトルに収束していくことを利

用し、

$\lim_{karrow\infty}\frac{x^{(k)T_{X}(k)}}{x^{(k)T}x^{(k-1)}}=\lambda_{1}$

により絶対値最大の固有値を得る。
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間接対戦法

本研究においては、 Perron$\cdot$ Frobenius の定理を応用した手法に『直接対戦型』 と『間接対戦型』が

存在する。本研究では、『間接対戦型』を用いて研究を進めていく。『間接対戦型』は、対戦者の各指標

毎の勝敗を何らかのポイント付けで決定し、指標も含めて行列の各要素を生成し固有ベクトルを生成す

る。 これがランキングベクトルとなる。

3. 財務指標データベースの作成

ランキングを生成するにあたり、初めに一般的に財務指標と呼ばれる指標に対して、本研究で定義し

た $SI$ 企業の効率性を明らかにするために、 用いた各指標の分母に従業員数をおき、それらを相対指標

として用いた。 これは $SI$ 企業のビジネスプロセスにおいて、 従業員一人一人の能力が非常に重要な要

因と考えられるからである。 しかしながら、従業員数を分母に置いただけでは指標毎の数値に大きな差

異が生じるため、それらを偏差値化し相対指標とした。

偏差値化を行うにあたって、まず従業員数を分母にした各財務指標の数値にポイント付けを行う必要

がある。 なぜなら、生のデータでは数値に大きなばらつきがあるため、ポイント付けを行うことでばら

つきを無くした。ポイント付けは、財務指標/従業員数の値で 34社中一番低い値を基準に、比を用いて

行う。 NSD の 8898888円が最も低い値となるため、『NSD: $NT\Gamma$ DATA は $\ovalbox{\tt\small REJECT} 1$ : $2.21\ovalbox{\tt\small REJECT}$ となる。 同

様に残りの値に対しても NSD の値を基にポイント付けを行っていく。

表 1: 売上高/従業員数偏差値表
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4. 評価行列とランキング作成

行列の固有ベクトルをランキングベクトルとし、これを基にランキングベクトルを適用した企業評価
ランキングの作成方法を考察する。

評価対象とした $SI$【System Integration] 企業 34社と財務指標を基にした評価行列の作成方法につ
いて示す。

企業の集合 $S$

$S=\{S_{i}:1\leq i\leq n\}$

$S_{\iota}$ : 企業の財務指標に対する偏差値

財務指標の集合 $T$

$T=\{T_{j}:1\leq j\leq m\}$

次に、 評価行列を作成する

ある業種に所属する企業 $n$ とおく

評価行列 A

$A=\{a_{ij}:1\leq i,j\leq n+m\}$ (4. 1)

この評価行列は、企業が複数の財務指標に対しての成績を示す

この時の、 $k=j+n$とおくと、

$a_{ik}=s_{t}/(s_{i}+t_{j})$ (4. 2)

$a_{ik}=1-a_{ik}$ (4. 3)

企業同士の比較をウェイト $h$ とおく

$a_{ik}=h$ $(h>0, i\neq j)$ (4. 4)

財務指標同士の比較をウェイト $W$ とおく

$a_{xy}=w$ $(w>0, x\neq y)$ (4. 5)

本研究においては、 両者とも平等と考え、 ウェイト付を行わないと考え、
$h=0.5$ $w=0.5$ を代入する

$a_{ij}=a_{ji}=0$ $(i=j)$ (4. 6)

本研究では、 この評価行列に Perron-Frobenius の定理を適用しべき乗法で固有 $\lambda$

、 固有ベクトル $r$

を算出する。

まず、前章において偏差値化した各指標を用いて行列式を作成する。本研究では、偏差値を用いるた
め行列式における対角との合計は『1』となるように設定した。 また、 企業同士の比較値 $=$ ウェイト $h,$

財務指標同士の比較値 $=$ ウェイト $w$ とした。 今回、 企業同士および指標同士の対戦では、 $h$ と $w$ は同

等とみなし各々に $0.5$ のポイントを与えた。
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表 2: 評価行列 A

$A=(0[\backslash 1\sim AA\Lambda$AAtAI. $0_{\sim})390..?370..3190307\iota_{t}0AAA\lambda AAk0..\dot{3.}700..t430\underline{\backslash }600^{\{\int}\Uparrow 1\}A\iota|tt\}\}0.\backslash u0\cdots 5:40\backslash 150{\} 8|111lr_{1}\}11\iota\}0^{\cap}0..l1{\} 0^{\cdot}.4290462\{T]\lambda A\lambda\lambda\Lambda AA|l.0_{-}W0.5260^{\cdot}.5)0^{\cdot}S{\} 001111\downarrow t\iota\iota t.70..\cdot 5210.51i05120t4^{\{}I0\}A1lAtIk.0.4630..\cdot 48404580497IkA\ovalbox{\tt\small REJECT} 0AktI\iota 0..5720.\cdot u40\backslash 540307\lambda I\lambda A\iota 0\iota AAI0..5610..38605\iota_{i}0i7^{j}\uparrow\iota|A0I|\iota t\iota.0J\mathfrak{R}0..\cdot.68104760457047405\Re 04850S1603160^{\cdot}.614r\iota r00\cdots\cdots\cdot\cdots 47607t30430043605790434053?0479042804390||r0\cdots\cdot 4780..\cdot 76I044004150u30J420_{-}f71048t04{\} 0l15l|0v0\cdots\cdot 4520.i9304140.51904200.4550J380S\theta 30_{l}06lr09235\ovalbox{\tt\small REJECT}$

$(h>0,w>0)(4.7)$

本研究では表 2の行列 A を評価行列とし、前節で示した評価行列の算出式 (4.1)(4.6)の解を示す。

前節で示した (4.1)の式は企業からの視点であり、企業が各財務指標に対し獲得した点数とした。表 2

の行列は、34社中 10社で評価行列を生成したものである。そのため行列の成分$a[i,|](1\leq i\leq 10,11\leq i\leq$

$14)$ とした。 残りの成分$a[i,|](11\leq i\leq 14,1\leq|\leq 10)$は財務指標からの視点であり、指標が各企業に対

し獲得した点数とした。

式 (4.4)は企業同士の比較、式 (4.5)は財務指標同士の比較を表す。そのため、本研究において企業同士

の値をウェイト h、財務指標同士の値をウェイト $w$ とする。企業同士、および財務指標同士の関係は今

回平等と考え、ウェイト $h$ を $a[i,j]=0.5(1\leq i,|\leq 10, ただし i\neq|)$ 、 ウェイト $w$ を$a[i,i]=0.5(11\leq i,i\leq$

$14)$ とする。式 (4.6)の行列 A の成分$(i=j, 1\leq i,i\leq 14)$は、企業自身との違い、財務指標同士の違いを表

すが、 これらの比較要素は存在しないため $0$ とする。

上記の条件のもと、実際に $SI$ [System Integrationl 企業 34社の評価行列 A の固有値 $\lambda_{\backslash }$ ランキン

グベクトル $r$ を算出し、 その結果を以下に示す。

表 3: 総合企業評価ランキング
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次に、 全 34社を従業員規模別に、従業員数 1万人以上 $3000$～ $9999$ 人 $2000$～ $2999$ 人 1000 $\sim$

1999人 999人以下とグループ分けし、 $SI$ [System Integrationl 業界の中で最適な企業規模や従業
員数をランキングベクトルを用いたランキング付けから考察を行う。 その結果を以下の表に示す。

表 4: 従業員数 1万人企業評価ランキング

表 5: 従業員数 3000～9999人企業評価ランキング
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表 6: 従業員数 2000～2999人企業評価ランキング

表 7: 従業員数 1000～1999人企業評価ランキング
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表 8: 従業員数 999人以下企業評価ランキング

5. 考察

ランキングベクトルによる $SI$ 企業の総合評価ランキングを算出した結果、1位 $\sim$ 9位までの企業が売

上高/従業員数・営業利益/従業員数・経常利益/従業員数・当期純利益/従業員数のどの指標よりも順位が

上であったから、これらの企業はどの指標においても効率的に企業経営を行っていることを表している。

また、 この順位から分かる事は、今回研究の対象とした $SI$ 企業にとって売上高営業利益経常利益

当期純利益の中で最も企業経営に最も影響を与える指標が、営業利益であることも読み取れる。しかし

ながら、売上高はどの企業もその指標を上回っていることから、この業界の企業経営とってはそれほど

重要なファクターではないと理解できる。

次に、 具体的な企業別の考察を行いたいと思う。 1位 $\sim$ 9位にランク付けされた企業の大半は、一般

的に企業規模としては小規模～中規模とくに中規模の企業が 9社の内 6社入っている。今回、全 34社

の総合評価ランキングとは別に、従業員数 1万人以上 $3000$～ $9999$ 人 $2000$～ $2999$ 人 $1000$～ $1999$

人．999人以下と企業をグループ分けし、その中でもランキングベクトルを用いランキング付けを行っ

た。 その結果、従業員数 $3000$～ $9999$ 人の企業群においてのみ、 どの企業も今回用いた 4つの指標を上

回っていた。これら 2つの結果からこの業界においては、中規模の企業が非常に効率良く企業経営を行

い、 同時に従業員数も今回扱った企業の中では、適切な数に近いと研究結果から分かった。一方で、従

業員 1万人以上の大企業 (SCSK . 日立製作所 NTT DATA $\cdot NEC$ . 富士通富士ソフト $IT$ ホール

ディングス) は、 いずれの企業も 4つの指標を上回っていない。 この事から、規模に対する従業員数に

まだまだ改善の余地があることは否めない。

また、 本研究では $SI$ 業界の総合評価ランキングの作成と、 この業界での企業経営において重要なフ
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アクターと考えられる従業員数の最適数の提案を行った。今回、表 2の結果から上位 1位 $\sim 3$位までが

ランキングベクトルにおいて、 4位以下と比較的大きな数値差があり 34社の中では非常に効率良く企

業経営を行っていると考えられる。そのため、 この上位 3社における財務指標と従業員数の関係から、

この業界にとって最適な従業員数を考えた。 今回用いた財務指標は (単位 : 億円) とし、 従業員数/営

業利益従業員数/当期純利益・従業員数/経常利益・従業員数/売上高を用い、上位 3社の従業員数との

関係を考察した。 その結果、 おおむね営業利益では『15～20』、 当期純利益では『30～40』、経常利益

では『15～ $20J$]、 売上高では『1.5 $\sim$ 2. $O$』 という結果となった。 ゆえに、今回の研究結果から各企業の

財務状況によって上記のこれらの割合を参考に従業員数を調整し、 $SI$ 業界において企業経営を行うこ

とで $SI$ 企業としてより効率的な企業経営に繋げ得る可能性があると考えられる。

6. 総括

本研究では、評価対象とした企業と様々な財務指標を同時に扱い、それらを一つのランキング内に混

在させたランキング作成の提案を行った。このように企業と財務指標を同じランキング内で扱うことで、

ランキング内での評価基準が一目で判断可能である。このランキングは、評価対象となる企業が与えら

れた財務指標より上位に位置する場合、それらの企業は、評価対象となる業界・企業群の中で企業経営

における効率性は十分に確保できていると判断でき、また指標よりも下位となる場合は、企業経営にお

ける効率性に改善の余地があり、同時にどの程度で順位の上昇を起こせるかも明らかにできるものであ

る。 つまり、本研究でのランキング内で、ある企業が全指標を上回り、 かつ最上位に位置した場合、そ

の企業は、評価対象とした $SI$ 企業 34社の中において非常に効率良く企業経営を行い優れた企業である

ことを示している。また、各企業を従業員数毎に分類わけしランキングベクトルによる各々のランキン

グを作成した。 その結果から得られた情報により、 $SI$ 業界において各企業の財務指標に対し、 どの程

度の従業員数が最適であるかを明らかにし提案した。

今後検討しうる課題として、本研究では用いなかった各企業・各財務指標に対してウェイト付けを行

い、 ウエイト付けを行った際のランキングとウェイト付けを行わなかったランキングを比較し、相関関

係を考察することが挙げられる。

また、ランキング生成にあたり、評価行列を作成し算出された固有ベクトルの値を降順に並べること

でランキング生成を行ったが、 この値に関して詳細に言及し検討する余地があると考えられる。

本研究は、総合企業評価ランキングの作成を目的としランキング作成を行ってきたが、このように膨大

なデータをプログラミングを用いて瞬間的に処理する手法は、昨今の大量データ利用時代において、有
効な手法であると考えられる。なぜなら、スマートフォンが携帯電話の主流となりつつある今、それに

よる様々な企業による様々なスマートフォン用アプリケーションが開発されている。スマートフォンユ

ーザーから得られた様々なデータをあるサーバーに集められ、それらを一括で瞬間的に処理する必要性

は、今後より必要となり重要性が増してくると考えられる。このような大量データを瞬間的に決定的手
法を用いて処理することで、 スマートフォンユーザーの動向を判断し、商品販売や商品トレンド、地域

毎の販売活動等にデータを活かすことができる。 これらを用いることは、企業活動を優位に進められる

69



一つの方法となりうると考えられる。本研究で行った手法を今後普及させ、 どのように現在の情報化社

会に適用させていくかも課題の一つである。
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